
　
法
務
大
臣
か
ら
委
嘱
さ
れ
て
、
本

市
に
設
置
さ
れ
て
い
る
人
権
擁
護
委

員
の
う
ち
、
１
名
の
任
期
が
令
和
３

年
12
月
31
日
を
も
っ
て
満
了
と
な
る

た
め
、
引
き
続
き
推
薦
す
る
こ
と
に

同
意
し
ま
し
た
。

　
田
口
　
三
好
　
氏

（
神
岡
町
上
横
内
）

人
権
擁
護
委
員
候
補
者

推
薦
に
同
意
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来
年
４
月
に
執
行
さ
れ
る
一
般
選
挙
か

ら
、
議
員
定
数
を
現
行
の
22
名
か
ら
20
名

に
改
正
。

　

今
期
定
例
会
初
日
に
、「
議
員
定
数
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
」
を
全
会
一
致

で
可
決
し
ま
し
た
。
議
員
定
数
の
検
討
に

つ
い
て
は
、
連
合
自
治
会
か
ら
の
要
望
も

踏
ま
え
、
議
会
運
営
委
員
会
、
全
員
協
議

会
に
お
い
て
議
論
を
重
ね
、
積
極
的
な
議

会
改
革
を
行
う
こ
と
を
目
的
に
取
り
組
ん

で
き
ま
し
た
。
定
数
減
と
な
り
ま
す
が
、

市
民
の
皆
様
の
声
を
市
政
に
届
け
、
施
策

に
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
議
会
の
使
命
で
あ

り
、
引
き
続
き
、
市
議
会
の
役
割
と
責
務

を
自
覚
し
、
市
民
の
負
託
に
的
確
に
応
え

ら
れ
る
よ
う
取
り
組
み
ま
す
。

　

令
和
３
年
度
末
を
も
っ
て
兵
庫
県
市
町

交
通
災
害
共
済
組
合
が
解
散
す
る
こ
と
に

伴
い
、
関
係
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議

決
を
経
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、「
兵
庫

県
市
町
交
通
災
害
共
済
組
合
の
解
散
に
関

す
る
協
議
に
つ
い
て
」
ほ
か
２
件
に
つ
い

て
、
可
決
し
ま
し
た
。

　

兵
庫
県
市
町
交
通
災
害
共
済
組
合
の
解
散

に
伴
う
財
産
処
分
に
関
す
る
協
議
に
つ
い
て

	
設
立
基
金
を
分
配
す
る
金
額
に
は
ど

の
よ
う
な
基
準
が
あ
る
の
か
。

	

19
市
町
で
残
額
が
８
億
２
，７
０
０
万
円

あ
り
、
そ
の
３
割
相
当
分
を
均
等
割
で
計
算

し
て
い
る
。
残
り
の
７
割
分
に
つ
い
て
は
、

各
市
町
の
累
積
加
入
人
員
割
で
計
算
さ
れ
、

本
市
で
は
、
均
等
割
が
約
１
，３
０
０
万
円
、

累
積
加
入
人
員
割
が
約
４
，２
０
０
万
円
の
合

計
５
，５
０
０
万
円
と
な
る
。

　

兵
庫
県
市
町
交
通
災
害
共
済
組
合
規
約

の
変
更
に
関
す
る
協
議
に
つ
い
て

	

組
合
が
解
散
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、

佐
用
町
が
そ
の
事
務
を
承
継
す
る
と
あ
る

が
、
な
ぜ
佐
用
町
な
の
か
。

	

現
在
、
町
村
会
が
こ
の
事
務
を
兼
ね

て
お
り
、
当
組
合
管
理
者
及
び
県
町
村
会

会
長
が
佐
用
町
長
で
あ
る
関
係
上
、
佐
用

町
が
引
き
受
け
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。

　

新
宮
公
民
館
の
空
調
設
備
の
老
朽
化
及

び
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
防

止
対
策
と
し
て
室
内
換
気
を
強
化
す
る
た

め
、
空
調
機
を
取
得
。

議
員
定
数
条
例
を

改
正

兵
庫
県
市
町
交
通
災

害
共
済
組
合
解
散
へ

財
産
の
取
得

	

故
障
し
た
際
の
保
証
は
ど
の
よ
う
に

な
る
の
か
。

	

仕
様
書
の
中
で
保
証
に
つ
い
て
は
、
明

記
し
て
い
な
い
。
通
常
、
メ
ー
カ
ー
保
証
が

１
年
つ
い
て
お
り
、
１
年
間
は
取
得
先
で
対

応
す
る
こ
と
と
し
、
そ
れ
以
降
は
、
修
繕
と

し
て
随
意
契
約
又
は
指
名
競
争
入
札
で
対

応
す
る
こ
と
に
な
る
。

意見書提出
　新型コロナウイルス感染症のまん延により、地域経済に
大きな影響が及び、地方財政は引き続き、財源不足が避けら
れない厳しい状況が予想されることから、財源確保のため、
地方税制の充実確保を強く求め、内閣総理大臣ほか、国の
関係機関へ意見書を提出しました。

【主な内容】
・令和４年度以降３年間の地方一般財源総額については、「経
済財政運営と改革の基本方針2021」において、令和３年度地
方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保
するとされているが、急速な高齢化に伴い社会保障関係経費
が毎年増大している現状を踏まえ、他の地方歳出に不合理な
しわ寄せがなされないよう、十分な総額を確保すること。

・令和３年度税制改正において土地に係る固定資産税について
講じた、課税標準額を令和２年度と同額とする負担調整措置
については、令和３年度限りとすること。

・炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、その一部を地方
税又は地方譲与税として地方に税源配分すること。
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